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Shift of perception in the American Jewish community toward 






The American Jewish community as a whole still remains very much 
supportive of Israel’s policies. Most American mainstream Jewish 
organizations and their leaders have hardly criticized Israel’s position 
regarding the occupation, settlements, and the peace process. But over the 
last ten years or so, different views and opinions have become more visible in 
the American Jewish community, as represented by J Street, a “pro-Israel 
and pro-peace” lobby. What has brought about this diversification in the 
American Jewish community over their attitude toward Israel’s policies? 
 
Many opinion surveys indicate that younger American Jews have 
become more critical of Israel’s policies with regard to the Palestine question 
and the peace process. This may be attributed to a shift in identity among 
young American Jews. Older American Jews tend to see Israel as democratic, 
progressive and peace-seeking, etc. In addition, they perceive Israel as a safe 
haven for Jews. But younger Jews draw from memories and impressions 
scene in recent events, such as the First and Second Intifada, and the 
military confrontations with Palestinian groups based in Gaza, all of which 
are perceived as morally and politically more complex than the wars Israel 
fought between 1948 and 1974. 
 
Communities in the Jewish diaspora try to influence the policies of their 
homeland in order to protect their identity and sets of values. While the 
American Jewish community is still strongly committed to liberal democratic 
values, its counterpart in Israel has leaned toward the political right and 
toward ethno-religious nationalism. The diffusion of identities and sets of 
values in both communities may bring about further shifts in the relations 
between the two communities. 
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べている[Mearsheimar and Walt 2007,9]。この本が出版されたのは 2007 年だが、2 人は
当時、各方面から称賛される一方で激しく批判・非難された 1。 
しかしこの 7年間で、米国の外交政策に対するイスラエル・ロビーの影響を語ることは、
たとえ主要なメディアであってもタブーではなくなってきている。2014 年 2 月 3 日付け
『ニューヨーク・タイムズ』は、「最強のロビー団体」と形容されるアメリカ・イスラエル
















を掲げて 2008年に結成された J Streetの活動拡大である。J Streetはロビー団体として法
的に登録しており、イスラエル関係では AIPAC についで 2 番目の法的なロビー団体である。
しかし、両者の主張や活動はかなり違っている。J Streetは入植地やエルサレム、米・イス
                                                     
1 The Israel Lobby and U.S. Foreign Policy のオリジナル版は 2006 年 3 月にハーバード大学
ジョン・F・ケネディー・スクールのウェッブサイトにワーキングペーパーとして掲載され
[Mearsheimar and Walt 2006]、さらに同じ月にやや短いバージョンが London Review of 
Books (Vol.28, No.6)に掲載された。ただし本稿で引用した個所はオリジナル版にはない。 
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J Streetの発足当初、AIPAC関係者は J Streetの年間活動予算が 150万ドル程度と自分
たちの組織に比べて極めて小さかったことを知って、「満足気」だったという[Lewis 2008]。
しかし発足から 5年後の 2013年 5月には、イスラエル政府関係者が J Streetを米国政治で





















Research Institute: SSRI）が 2013年 9月に、2012時点でのユダヤ人の人口構成などに関
する調査結果の詳細な報告を出している[Tighe et al. 2013]。また、ピュー・リサーチ・セ
ンター（Pew Research Center: Pew）も 2013年 2月から 6月に行った調査結果を同年 10
月に発表している[Pew Research Center 2013]。 
SSRI の調査によると（表 1）、宗教によって自らを「ユダヤ」と規定している成人が
421 万人、宗教以外の何らかの基準で自らを「ユダヤ」としている成人が 97 万人であり、
同調査はこの合計 518万人を「中核的なユダヤ人（Core Jews）」としている。さらに「中
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核的なユダヤ人」のうち、宗教で自らを「ユダヤ」と規定している成人の子供が 133万人、
何らかの基準で自らを「ユダヤ」と規定している成人の子供が 31 万人で、総計では 681 万
人のユダヤ人がいると推定している。 
 








（出所）[Tighe et al. 2013]. 
 
















（出所）[Pew Research Center 2013]. 
一方、Pewの調査では（表 2）、宗教で自らを「ユダヤ」と規定している成人が 420万人、
非宗教的ないし文化的な理由で「ユダヤ」と規定している成人 2が 120 万人であり、狭義の
成人ユダヤ人の人口は合計で 530 万人（四捨五入のため合計は一致しない）、全人口の 2.2
パーセントと推定している。またこの調査は、キリスト教などユダヤ教以外の宗教を信じて
いるか、あるいはまったく無宗教だが、母親がユダヤ人など「ユダヤ」としての背景を持っ
                                                     
2 「非宗教的ダヤとして育てられたかあるいはユダヤの両親を持っており、かつ自らを宗教外で
ユダヤと考えないし文化的」に「ユダヤ」であることについて、Pewの報告書は「宗教は持って
いないが、ユている人々」と規定している[Pew Research Center 2013, 23]。 
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る成人の子供は 180 万人で、「ユダヤ」と自己規定している成人とその子供の合計は 710
万人になる。 
約 50 年前の 1960 年時点における米国のユダヤ人口は推定 553 万人であり[American 
Jewish Committee 1961, 63]、定義にもよるが一般的な意味でのユダヤ人人口は SSRI、
Pewいずれの調査でもこの 50年間で 100万人以上増えている。しかし全米人口はそれ以上
のペースで増加しており、ユダヤ人の全人口に占める割合は 1960 年推定の 3.1 パーセント
[American Jewish Committee 1961, 63]から減少している。他方、2014年 5月現在のイス
ラエルのユダヤ人人口は 614 万人であり、SSRI、Pew いずれの推定でも米国在住のユダヤ
人人口のほうが多い。 





次いで南カリフォルニア 8.6 パーセント、ロサンゼルス地域 7.7 パーセント、ニューヨーク
郊外 7.1パーセントとなっている。 
Pew の調査による宗派別の割合を見ると、改革派が 35 パーセントと最も多く、次いで保




所得が 10 万ドルを超える世帯の割合は一般米国人の場合 18 パーセントであるのに対し、
ユダヤ人の場合には 42 パーセントと半数近くに上っている。他方、所得が 5 万ドル未満の






ている成人のうち、70 パーセントは民主党支持で、共和党支持は 23 パーセントでしかない
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（表 3）。さらにその中でも、宗教以外で「ユダヤ」と自己規定している成人の場合、民主
党支持は 78 パーセントと増え、共和党支持は 12 パーセントにまで減少する。一方、宗派
別にみると、正統派の共和党支持は 57 パーセントと半数を超え民主党支持を上回っている
が（超正統派もほぼ同じ傾向）、保守派、改革派の順で民主党支持が増大し、「宗派なし」




表 3 宗教と支持政党の関係（単位：％） 
 民主党支持 共和党支持 
自己規定での違い   
ユダヤ人全般 70 22 
宗教で「ユダヤ」 68 24 
宗教以外で「ユダヤ」 78 12 
   
宗派での違い   
正統派 36 57 
超正統派 35 58 
保守派 64 27 
改革派 77 17 
宗派なし 75 15 
（出所）[Pew Research Center 2013] 
アメリカ・ユダヤ委員会（American Jewish Committee: AJC）がやはり 2013 年 10 月
に発表した調査によると、政党支持率は Pewの調査と若干異なり、民主党 52％、共和党 15







ており、共和党候補の得票率 20～30 パーセントを大きく上回っている[Mellman et al. 
2012, 5]。 
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2. J STREETの登場と活動 
 
(1) 「逸脱した存在」から「主要な組織」に 
J Streetは 2008 年 4 月に発足した。J Streetの特徴はAIPACと同様、法的にロビー団体
として登録しているとともに、その傘下に政治活動委員会（Political Action Committee: 
PAC）としての法的資格を持つJ Street PACを有していることである。つまりJ Streetは
PACを通じて各種選挙の候補者に選挙資金などを献金できる。この点は政治資金を直接献金
できないAIPACと異なっている 3。このほかやはり傘下には、大学のキャンパスを拠点とし











また、J Street の創始者たちはユダヤ社会主流派の意見を代表していない。それ故、（J 
Street という）新しい組織が実際に何を達成しようと願っているのか、まったくわからない」
と極めて懐疑的なコメントをしている[Kirchich 2008]。こうした話は枚挙にいとまがない。






J Street が発足から 1 年足らずで 10 万人近いオンライン支持者を擁し、かつ親イスラエル




4 なおワシントン DC の K ストリートはロビイストの事務所が集中していることで知られている。 
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PACとしては最高の 50万ドル以上の政治献金の資金集めに成功したと述べている[Fleshler 
2009, 4]。実際、J Street PAC による上下両院立候補者への政治献金は、発足当初の 2008
年選挙サイクルの約 40万ドルから、2014年選挙サイクルでは 147万ドルと 3.7倍も増えて
いる[OpenSecrets.org]。また 2010年選挙では J Streetからの支援を受け入れない民主党候
補者がいたが[Zengerle 2013]、2014年選挙では 80人の民主党候補者に加え、2人の共和党
候補者が J Streetの献金を受けている[OpenSecrets.org]。 
また 2013 年 9 月末から 10 月初めにかけてワシントンで開催された年次総会では、
ジョー・バイデン副大統領やナンシー・ペロシ民主党下院院内総務などが演説した。イスラ
エルからも、ツィプ・リブニ法相（中道政党「ハトゥヌア」党首）のほか、与党の右派政党





(2) J Streetの主張とそれに対する批判 
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に遭ってきた[Mearsheimar and Walt 2007,123-125]。また D．フレシュラーによれば、米
国ユダヤ人の多くも AIPAC の神話化された政治的影響力を含め、誇張された「ユダヤ・パ
ワー」を信じ込んでいる。そのため彼らの間にも、パレスチナ問題などで発言しても何も変
わらないという思い込みがあるという[Fleshler 2009, 14-16]。 











イーブで道徳的に不完全だというのか」と述べている [Fingerhut 2009]。 




そうした立場を繰り返し表明している。またイランで 2013 年 8 月に改革派と目されるハサ
ン・ロウハーニーが大統領に就任した際、131 人の米議会議員が新大統領の就任を機に核問
題に関する外交的努力を続けるべきだとの書簡をオバマ大統領に出した。米議会がこの書簡
を出した背景には、J Streetのロビー活動があったと報じられている[Kampeas 2013]。 
パレスチナ問題やイランの核問題に対する J Streetの取り組みは、米国ユダヤ社会の主流
派、特に保守派を苛立たせているようだ。例えば米国シオニスト機構（Zionist 




[Klein and Mandel 2013]。 
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(3) 多様化する米国ユダヤ社会の意見 
先に述べたように J Street は 6 項目の基本原則を掲げているが、その 5 番目は「イスラ
エルに関する活発な議論は、米国ユダヤ社会とイスラエルにとって有益である」としている。




例えば 2012 年 7 月には著名な米国ユダヤ人 40 人以上が、入植地を合法とした法律家委
員会の報告書を受け入れないよう求める公開書簡をイスラエル首相ベンヤミン・ネタニヤフ
に送った。この書簡は米国ユダヤ組織「イスラエル政策フォーラム（Israel Policy Forum: 
IPF）」のイニシャティブによるもので、署名者には元AIPAC議長のトム・ダインや元ユダ
ヤ機関議長リチャード・パールストーンなど主流派の重鎮が含まれていた[Shalev 2012]5。 
またイラン核問題に関し 2013 年 10 月、オバマ政権は米主要ユダヤ団体に対し、対イラ
ン追加制裁法制定に向けたロビー活動を控えるように要請した。これに対し反誹謗同盟
（Anti-Defamation League: ADL）は要請を受け入れ活動を停止したが、AIPACと AJCは
米議会に対するロビー活動を継続した。このニュースを伝えた『フォワード』紙は「イラン
問題に関する主要ユダヤ団体の足並みに、かつて見られなかったような亀裂が生じた」と評
した[Guttman 2013]。さらに追加制裁法制定に向けた AIPAC のかなり強引ともいえるロ
ビー活動は、民主党支持のための組織「全米ユダヤ民主党評議会（National Jewish 











                                                     
5 IPF は 2013 年 4 月にも 100 人の著名ユダヤ人が署名した公開書簡をネタニヤフ首相に送り、
二国家解決案を実現するために「痛みの多い領土的妥協をする」よう呼びかけている[Shalev 
2013]。 
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ンズ・サークル」は 2012 年に「対イスラエル信頼指数（Trust in Israel Index）」という




肯定的な回答には 33.3 点を、最も否定的な回答には 0 点を配分した。それを集計したもの
が「対イスラエル信頼指数」で、イスラエルの主張に近ければ近いほど指数が高くなる。信
頼指数を世代別にみた場合、35歳未満は 57で、55～64歳の 70、65歳以上の 78に比べ明
らかに低く、年齢が下がるにつれてイスラエルの主張をそのまま受け入れる者の割合は減少
している。 
ブランダイス大学コーエン現代ユダヤ研究センターは 2010 年 5 月末のガザ支援船団事件
直後に、約 1200 人の米国ユダヤ人を対象に事件に関する意識調査を行った[Sasson et al. 
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できるが、非ユダヤ人は享受できないという状況と相いれないのである[Beinart 2012, 6-7]。 
2014年 7～8月にかけて、イスラエルとガザ地区を拠点とするハマースなどパレスチナ側
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議会（Jewish Council for Public Affairs: JCPA）など主要なユダヤ団体がイスラエルの民
主主義の原則を危うくするとの批判声明を出すなどした。一方、ZOA は法案支持を表明し、














じてきている[立山 2012]。さらに J Street の登場と活動の拡大に象徴される米国ユダヤ社
会における対イスラエル観の変化や多様化が、以前はタブーだったイスラエルに関する公然
とした議論を可能にしている。 
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